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要旨 ：本報告 は，水路 トン ネル の
一
部区間 （総 延長 1205m の うち 420m ）に お い て 総鉄筋量

が 350kg1皿 3
を上回 る過密な配筋状況 にある 二 次覆工 に 対 して ，土木学会指針 の 自己 充て ん 性

レ ベ ル で ラ ン ク 1 に 相 当す る 『膨張材添加 型粉体系高流動 コ ン ク リー ト』を適用 し た施 工 例

をも とに，トン ネル 構造物へ の 高流動 コ ン ク リ
ー

トの 適用実績 とそ の 効果を確認 した計測結

果を述 べ ，考察を加 え る もの で ある。

キ
ー

ワ
ー

ド ： 高流動 コ ン ク リ
ー

ト，二 次覆工，膨 張材 ，ひび 割れ 防止 ，過 密配筋

1．は じめ に

　高流動 コ ン ク リ
ー

トとは ， フ レ ッ シ ュ 時の 材

料分離抵抗性 を損 な う こ とな く流動性 を著 しく

高めた コ ン ク リー トで あ る。 平成 10年 に高流動

コ ン ク リ
ー

ト施 工 指 針が 整備 され て 以降 ， 実 構

造 物 へ の 適用 例 も増加 し て お り
， そ の 技術 と存

在価値は 広 く認知 された もの とな っ た。主 な 使

用 目的に は 締 固 めが 困難な 閉塞 され た 部位や 鋼

材や鉄筋が過密 に配置 され た部位 へ の 充て ん 性

の 確保 の 他に ，合理 的 な施 工 方 法 に よ る打設 作

業の 省力化 ， 振動 ・
騒 音の 排除に よ る作業環 境

の 改善，さ らに耐久 性 を要求 す る箇所 へ の 高耐

久 の 実現 等が 挙げられ る。

　
一

方 ， トン ネル の 二 次覆 工 は そ の 多 くが無筋

コ ン ク リ
ー

ト構 造 で あ る が
， 圧 力 トン ネル 等 で

は 立 地 条件や設 計次第で 二 次覆工 に 高密 度な配

筋を施す事例 もある。

　平成 15 年末現 在施工 中の ダム仮排水路 トン ネ

ル 工 事 （総延長 1205m ）で は
一

部 区間 （420m ：

40 ス パ ン ）が圧 力 トン ネル 構造であ るた め，該

当区間 にお け る 二 次覆工 の 配筋条件は以 下 の と

お りで あっ た。

・ 覆工 厚 400  の 断面に 対 して D29 （主 筋）

　　と D22 （配力筋）をダブル 配 筋

・ 配筋 ピ ッ チは 100mm

・ 継 手 部 分に お け る 鉄 筋 の 最 小 あ き 寸法 は

　 40mm 以 下

・ 総鉄筋量は 350kg！m3 以上

　そ こ で ， 筆者 らは 上 記 の 配 筋条件で あ る二 次

覆 工 区間 に 対 し て 土木 学会指針の 自己 充て ん 性

レ ベ ル で ラ ン ク 1 に 相当す る膨張材添加型粉体

系 高流動 コ ン ク リ
ー

トを適用 し，そ の 効果を確

認す るた め に 埋設 計器 を用 い て 二 次覆工 コ ン ク

リ
ー

ト内部 の 計 測 も実施 した。

　本報告は，ダム 仮排水路 トン ネル に お ける 「膨

張材添 加型 粉体 系高流動 コ ン ク リ
ー

ト」 の 適用

実績 とそ の 効果 を確認 し た 計測結果を述 べ ，考

察を加 える も の で ある 。

2．施工 概要

2，1 施工 条件

　本施工 に お ける対象構造物 は ，ダ ム 本体 の 建

設工 事 に伴 い 川 の 流れ を
一時的に切 替える仮排

水 トン ネ ル で あ る 。 当初設 計で は 内圧 の
一部 を

地 山 に分担 させ るた め に コ ン ソ リデーシ ョ ン グ

ラ ウ トが計画 され て い たが ，そ の 後の 設計変更

に よ りコ ン ソ リデー
シ ョ ン グ ラ ウ トを省略 し ，

トンネル 中央部分 の 420m 区間 （40 ス パ ン） で

＊ 1 佐藤工 業 （株） 中央技術研究所 主任研究員　（正 会員）

＊2 佐藤工 業 （株 ） 中央技術研 究所

ね 佐藤工 業 （株）土 木技術部門

＊4 佐藤工 業 （株） 中央技 術研 究所所長　（正会員）
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は 内圧 をす べ て トン ネル 覆工 コ ン ク リ
ー

トに よ

り受け持 つ よ うに鉄筋量 を大幅 に増加 させ る こ

ととな っ た （写真
一 1 ）。

　そ の 結果 ， 配 筋は高流動 コ ン ク リ
ー

ト施工 指

針 （上木学会 コ ン ク リ
ー

トライ ブ ラリ
ー93 ： 平成

10 年制定）に お け る 自 己 充て ん 性 レ ベ ル で ラ ン

ク 1 （最小鋼材あ き 35 〜60   程 度 ， 鋼材 量

350kg ！m3 以 上）に 相 当 し
1）
，
一

般部 の 特記仕様

配 合 （21− 15− 25BB ） で は充て んす る こ とは不

可能で あ り，高流動 コ ン ク リ
ー

トで あ っ て もか

な り高 レ ベ ル な充て ん性 能を発揮で き る配合が

必要 と判断 した。

2，2　配 合検討

　打設対象 と した 二 次覆工 の 配 筋 条件は ， 以 下

の とお りであ る。

・ 鉄筋の最小あき寸法が 40mm 以下

’ 総鉄筋量が 350kgfm3以上

　一般に ，どの 程度 の 施 工 条件 な らば適用す べ

き か ど うか とい う点 に 関 し て 明確 な線 引 き は さ

れ て い な い もの の ，高流動 コ ン ク リ
ー

トの 適用

事例に は ，既 に振動 ・締固め を十分 に 行 えな い

環 境 を対 象 と した もの （閉塞 コ ン ク リ
ー

ト，逆

打ち コ ン ク リ
ー

ト等）や鉄筋量 300kg／m3 程度の

シ
ー

ル ド トン ネ ル 接合部お よび コ ン ク リ
ー

トニ

次製品 を対象 と した も の （鉄道用 コ ン ク リ
ー ト

セ グ メ ン ト等〉が あ る 。

　 既 に土木学会 にお い て行 っ た高流動 コ ン ク リ

ー
トの 施工 事例に 関する調査

1）
で も，平成 9 年

まで の 集計結果 （全 136件） に対 して トン ネル

写真一 1　 配筋状況

二 次覆工 へ の適用 が 8 件報告 され てお り，適用

理 由 に関 して 『過 密配 筋に よる締固 め 困難』 が

55 件，『閉塞 ス ペ ー ス へ の 充て ん 』が 41 件 さ ら

に 『省力化施 工 』が 23 件 とな っ て い る点か ら判

断 して も ， 今回 は 高流動 コ ン ク リ
ー

トを適用す

る こ とが最善の 策で ある と考 えられ た 。

　今回 の 配合設計 に必要な条件 を以下 に示 す 。

・ 優れ た 充て ん 性能 を有す る こ と （自己 充て ん

　　性 ラ ン ク は レ ベ ル D
・ 設 計基準1鍍 24N ！mm2 以上 を鰥 する こ と

　　 （離 計算上 は 21N ！ 
2

で 十分だ が，国土

　　交 通省か らの 通 達 に よ り鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト

　　造の場合に 水セ メ ン ト比 を 55％以下 と し た）

・ 型枠 へ の 側 圧 の 影 響が少 な く，早期 脱枠 で き

　　る こ と （凝結 が よ り早 くするた め，粉体系高

　　流動 コ ン ク リー トと した）

　 使用材料 の
一

覧を以 下 に示 す ．

表一 1　 使用材料の
一覧

材 料項 日 種 類 物性値お よび 主成分

セメント C 高炉 B 種セ メン ト 密度 3，05g／cm き，比 表 面積 3860cm2／g

LS 石灰石 微粉末 密度 2．71g／cm3 ，75 即 通過率 86．6％
混和材

EX 膨張材 密 度 2．94琶／cm3 ，比 表 面積 2680cm2／g

S1 陸砂 （細 目） 表乾密度 2．58g／cm3 ，吸水率 3，05％，　FM 　1．62
細骨材

S2 陸砂 （粗 目） 表 乾密度 2．58g／cm3 ，吸水 率 3．14％，　FM 　2．86

粗骨 材 G 陸砂利 （2505） 表 乾密度 2，69g／cm3 ，吸水 率 2，85％，　FM 　6．80，実積率 59．7％

SP 高性能 AE 減水剤 械 分：ポリカル ボン 酸工
一テル 系の 化合 物

混和 剤
AEAE 助剤 主成 分 1 高アル キル カ ル ボ ン 酸 系陰 イオン 界 面活性 剤と非イオ ン 界 面活性 剤の 複合体

一
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表一 2 　示 方配 合

単位量 　（kg加
3
）Gmax

（mm ）

W ／Cw
（％）

W ／P
（％）

W ／Cv
（％）

空気量

（％）

s／a

（％） WcEXLSS1S2GAd

2554 ．830 ．989 ．04 ．557 ．9170280302406242666736 ．82

表一 3 　 フ レ ッ シ ュ 性状

試 験項 目 練 り直 後

スラン プフ ロ
ー

（cm ） 69，0× 66．0

50cm到 達時 間 （秒） 7．0

空 気 量 （％） 4．8

コ ン クリート温度 （℃ ） 20．0

充 て ん 高 さ （cm ） 33、5

表一 4　 強度発現性

材 齢 （日 ） 圧 縮 強 度 （N／mm2 ）

0．25 D．459

0．33 0．692

0．42 1．10

7 28．7

28 45．4

　 配合 上 の 特 徴には，過剰な強度発現 を抑制す

る た め に wC ≦ 55％を満足す る範囲 内で セ メ ン

トの
一

部 を石灰 石微粉末 に置換 し た こ と，高流

動 コ ン ク リ
ー

トの ひ び割れ 発 生を抑 制 す る ため

に膨 張材 を添加 した こ とが挙げ られ る。

　石 灰 石微 粉末 の 置換は ，
コ ン ク リー トを製造

出 荷す る生 コ ン ク リー トプ ラ ン トの 貯蔵設 備や

計量設備 に 余裕 が ある こ とか ら粉体系 高流動 コ

ン ク リ
ー

トを選 定す る上 で 必 要不可 欠な条件で

あ っ た。ま た ， 高流動 コ ン ク リ
ー

トは 単位粗骨

材 量が少ない た め ，同程度 の 単位水量 で あ っ て

も従 来 コ ン ク リ
ー

トよ り乾燥収縮量が 多 く，ひ

び割れ の 発生する可 能性 が 高くな る （充て ん性

は 向上 して も，拘束 によ るひ び割れ発 生に対す

る抵 抗性 は残 る）た め，収縮補償する膨張材の

添加 を提 案した 。

　 なお，膨張材 の 添加 に よ る効果 の 確認 に 関 し

て は 3．計測概要以 降にお い て詳述する 。

2，3　打設 方法

　 トンネ ル 総延長 は 1205m あ り ， 当初坑 口 付 近

の
一

般 部 （特 記仕様 配合 を使用 ）で は コ ン ク リ

ー トの 運 搬に 6 イ ン チ配 管を使 っ た コ ン ク リ
ー

ト圧 送 を採用 し た。
一

方，圧力 トン ネル 区間で

は ，高流動 コ ン ク リ
ー

トは材料分離抵抗性が 高

い た めポ ン プ圧 送 して も配 管内 の 閉 塞は起 こ ら

ない と予想で きたが ， 圧送負荷 の 増大や 長距離

圧 送 に付随する問題か らコ ン ク リー トの 運搬 を

軌道方式 に切 り替 えた。軌道方式 で は バ ッ テ リ

ー
カ

ー
が走 行 し，坑 口 で ア ジテ

ー
タ部分 （容 量

6．Om3）に 高流動 コ ン ク リ
ー

トを積み替 えて運搬，

型 枠 手 前 で ピ ス トン 方 式 の 定 置式 ポ ン プ を使用

し て打設 し た。

　打設 口 は上 下 2 箇所あ り，打設 は真円の トン

ネ ル 断面 に 対 し て イ ン バ ー
ト部分 （下 ） よ り圧

入 を開 始 し た後，点 検窓 （写真一 2 ）か ら 目視

で コ ン ク リ
ー

トの 流動 状況 を監視 し ，
ス プ リン

グ ライ ン 付近ま で コ ン ク リー トが上 昇 （充て ん ）

した段 階で ク ラ ウ ン 部分 （上 ）か らの 吹き上 げ

打設 に 切 り替え る方法を基本 と し，40 ス パ ン 連

続打設す る中で 順次改善を行 っ た。最後まで圧

入 方式 を続 けな か っ た 理 由は 型枠 の 浮 きの 危険

性を考慮 した か らで ある 。

　打設速度は ，軌道方式に よ る運 搬時間や運 搬

量 に 限界が あ る こ とに加 え て 配管 の 盛 り替 え等

に時間 を要す る こ とか ら ， 平均で 15〜20m31h程

度で あ っ た。

2．4　適用実績

　高流動 コ ン ク リ
ー

ト適用部 分 （40 ス パ ン
， 延

長 420m 分）の 打設は 平成 15 年 11 月 末に 終了 し，

総打設 量は 5，744m3 に達 した 。 打設 期 間中は 午前

午後 に 1 回ず つ 2 回旧 の 頻度 で受入れ検査を実

施 した。品質管理基準 との べ 80 回 の 試験結果 を

以下に示す。

　ス ラ ン プ フ ロ
ー

平 均は 67．6cm ，標準偏差 が

一 1403 一
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2．18cm，変動係数が 3．2％ （データ数 80）で あっ

た が，高流動 コ ン ク リー トの ス ラ ン プ フ ロ
ー

実

績は管理基 準範 囲 （65± 5cm）の 正規分布 で はな

く ，
上 限 の 70cm 付近 に集中 した （図

一 1 ）。
こ

の 理 由は
， 製造プ ラ ン トか らの 運 搬時間 が 30〜

40 分 で あ る こ とを考慮 し て 現場 到着時に ス ラ ン

プ フ ロ ーが 67〜70cm とな るよ うに 上限寄 りの

厳 しい 範 囲で調整 を行 っ て い たが ，受入れ検査

で 製造 か ら の 経過 時 間が 予 定 よ り大 き くな っ た

場合 に フ ロ ーの ロ ス を生 じた も の と考え られ た ．

ただ し，同試料 で の U 型充て ん試験 で は充て ん

高 さは常に 30cm 以上 を記録 してお り，自己充て

ん性 ラ ン クの レ ベ ル i を満 足 して い た。当然，

コ ン ク リー トに材料分離 は 認め られ ず，定置式

ポ ン プ に 投 入 す る段 階にお い て も差 はな か っ た 。

　
一

方 ，強度発現性 状に 関 し て は材齢 28 日 の 圧

縮強度試験結果 か ら明 ら か な よ う に ，典型的な

正 規分布 を呈 した （図一 2 ）。平均 44．8NXmm2 ，

標 準偏 差 1．34Nfmm2 ，変動係 数 3．0％ （デー
タ数

80） とい うこ とか ら ，
の べ 40 日間 にわた っ て 製

造プ ラ ン ト （JIS認定工 場）で 製造 ・出荷 し た高

流動 コ ン ク リ
ー

トの 単位 水量 や 表面 水 率 の 調整

は安定 し て い た こ とを示 して い る。一般 に用い

られ る管理 限界 と し て 3 σ 限 界 の 概 念 が あ り

〔σ 二 標 準偏 差）， 今 回 の 高流 動 コ ン ク リ
ー

トの

材齢 28 日圧縮強度 は管理 限界 m ± 3 σ （上限管

理限 界 UCL 　48．8
， 下限管理 限界 LCL ：40．8）の

領域内 で ，異常値 は
一

切 認 め られ なか っ た 。

3，計測概要

3．1　計測 目的

　圧 力 トン ネル 区間の 高流動 コ ン ク リ
ー

ト配合

だけにひ び割れ 抑制 の た め の 膨張 材 を使 用 した

理 由は，以 下 の とお りで ある。

　高流動 コ ン ク リ ー
ト配合 で は不 活性 の 材料

（石灰石微粉末）を使用 し て い る もの の ，多 く

の 場 合に 同
一

単位セ メ ン ト量か っ 同
一

水セ メ ン

ト比 の 標準配合 よ り単位粉 体量が 多く，水和発

熱 量，強度発現 ともに 大 きくなる。すなわち水

和発 熱に よる温度ひ び割れ の 発生する 可能性を
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図
一 1　 ス ラ ン プ フ ロー試験結果

o
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図
一 2　 材齢 28 日圧縮強度試験結果

無視で きな い こ とに な る 。 ま た ， 高流動 コ ン ク

リ
ー

トで は単位粗骨材量が少 ない 。それ は収縮

する成分で あ る単位セ メ ン トペ ー ス ト量が 多い

た め 水分 の 逸散に よ る収縮 量 が 多 い （収縮ひ ず

み が 大 きい ） と い うこ と で あ り，乾燥収縮に よ

る ひ び割れ の 発 生す る可能 性 を無視 で きな い こ

とに なる。

　 つ ま り，高流動 コ ン ク リ
ー

トの 施 工 に よ っ て

充 て ん性 が確 保 で きた と して も，ひ び 割れ に対

す る抵抗性 が 低 くな る こ とが予想 された。

　 さらに，その材料単価が セ メ ン トの 10倍程度

す るこ とか ら膨 張材 を使用 し た配合 は決 し て 経

済的 とな らな い 。 そ れ で も膨 張材 を使用す るた

め には ， 膨張材 の 使用 が ひび割 れ の 抑制 に有効

で あ る こ とを証 明す る必 要 が ある と考え られ た。

　そ こ で ，実施 工 に お い て 二 次覆工 に 計測 セ ン

サ
ー

を埋込 み ， ひ び割れ の 発生 を抑制 した事 象

を確認 す るた め の 計測 を実施 し た。
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図
一 3　計測 位 置

写 真
一 2　セ ン サー設置状況

　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　
一
一

　　　　　　　　　　　　　　　 I

l訓 雛 齢 計
h

  1蠹丶 　　 …
＿ 一一一＿一一 ＿＿＿＿＿＿一一一一一」

　 　 　 　 　 　 部分拡 大図

3．2　計測条件

　計測は ，高流動 コ ン ク リ
ー

トを適用 する圧 力

トン ネル 区 間内 の 1 ス パ ン にお い て実施 した 。

計測間隔は 1 時間 と し，計測セ ンサーの 設置位

置 は縦断 方向で ス パ ン の 中央部 1 箇 所 （ス パ ン

端部よ り 525m），横断方 向で 同
一断面上の 2 箇

所 ；イ ン バ ー ト付近 とア ーチ付近 とした （表面

か ら距離 200  の 位置で ダブル 配筋の 中央付 近

に バ イ ン ド線を用 い て 固定 ：図
一 3 ，写真

一2 ）。

3，3　計測結果

　2 箇所 の 温度履歴 の ピーク値 が異な る （図 一

4 ）の は 覆工 厚の 差で あ る 。イ ン バ ー ト部分 の

一部には 段取 り等 の 目的で 既設 コ ン ク リ
ー

トが

あ り，纈 に打設 し た覆工 厚 hS　400mm 程度以 下

となる箇所が あ る の に対 し，ア
ー

チ部分に は余

掘 りが 多 く存在 し て新規に打設 した覆 工 厚 は確

実に 500  以上 で あると考 え られた。

　そ の 結果，新規打設分の 覆工 厚 の 大 き い 方 が

コ ン ク リ
ー

トの 最高上 昇温 度も高 く，結果的 に

実ひずみ の 絶対値 も大 き くな っ た。

4，考察

4，1　 充て ん性 に つ い て

　脱型後 の 覆エ コ ン ク リ
ー トに は 未充て ん 箇所

60

G50
し
　 40

唄 30K20H

暉 10

　 　 00

7

図一 4

14　 　 　 21　 　 　 28

材齢 （日 ）

覆工 内温 度履歴
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は なく，現 時点で ひび割れ は認 め られ な い
。 逆

打 ち とな る イ ン バ
ー

ト内 面 に も巻込 み空 気 に よ

る空気 あばたは
一

切 なく良好 で あ っ た が ，一部

に水 平方 向の 縞模様 が認 め られ た、そ の 原因 は

打設 口 の 切 り替 えに よ り連 続打 設 が 途切 れ た こ

とで あ り，下方か ら圧入 され た コ ン ク リ
ー

トと

上方 か ら型枠壁 面を流動 し た コ ン ク リー トの 接

す る面が跡 に残 っ た もの と考 え られ た 。 こ の 縞

模様 は ， 配 管 の 切 り替 え時間 の 短縮や コ ン ク リ

ー
ト流動性 レ ベ ル （ス ラ ン プ フ ロ ーの 大 き さ）

の 改 善に加 え ，部分的 に型枠振動機 の 補助的 な

使用 を試み た結果，排除す る こ とがで きた。

　土木 学会 の 指針で は ， 高流 動 コ ン ク リ
ー

トの
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水平方向の 最大流動距離は原則 と して 8m と し ，

最大で も 15m 以下 となる よ うにす る
1）

とある。

今回 の 打設条件で は型枠端部か ら圧 入 して 流動

させ る距離が IO．5m と長 く ， 自己充て ん性 レ ベ

ル の ラ ン ク 1 に相 当す る過密配 筋の 中を完全充

て ん す るには高流動 コ ン ク リ
ー トで も極め て 高

い レ ベ ル の 流 動性が 必要 と考 え，ス ラン プ フ ロ

ーに 関 し て は通常 よ りも狭 い 65〜70cm 程度を

目標 と し た出荷は 妥当 で あ っ た 考え られ る 。

4．2　膨張材の 効果に つ い て

　今回 二 次覆工 内 に 計測セ ン サーを設 置 し た の

は，膨張材 の 添加効果を 目視に よる ひ び割れ 発

生 状況 の 観察以 外 の 方法で確 認 す るた め で あ る 。

そ の 方法 は ，膨 張効果に よ りプ レ ス トレ ス を与

え られ た 二 次覆工 コ ン ク リ
ー

トに 発生す る拘 束

ひ ずみ （自由ひ ずみ
一実ひ ずみ〉か ら応 力 を推

定 し，引張強度と比較す る こ とと した （図一 5 ）。

　自由ひずみ は ， 以下の 近似式
2＞

と温 度履歴か

ら求め，

ε
’
c、

＝ 　［1
−

exp ｛
− O．108　（t − to）

056
｝］　x　ε

tsh

　　（1）

こ こ で
， E

’
Cs ：材齢 toから t まで の収縮ひずみ

　　　 ε
’
Sh：収縮ひずみの 採取値 t まで の 収縮ひ ずみ

　有効ヤ ン グ係数に は，以下の 近似式
3）
を適用。

E
宣
＝

（醍X47 × IO3Xf7c 0^5
（2）

こ こ で ， E 吐 ：有効ヤ ン グ係数

　　　 砺 ：材齢 3 日まで 0，73， 材齢 5 日以降 1．00

　　　 f　’c ：材齢 t 日の 圧縮強度

　圧 縮強度 には以下の 近似式
3｝

を適用。

f’c； 　（t／62十 〇．93t ）　× 1．15× f’ck

こ こ で ， f’cl 材齢 t 日の 圧縮強度

（3）

f　’Ck ；材齢 28 日の 圧糊 鍍 ：実績45Nノ 
2

引張強度には以 下 の 近 似式
3）

を適用。

f）tk＝O．OPX 　ftc
【e・s

こ こで ， f ’

rk：嚇 t 日の 弓膕 鍍

（4＞

　参考文献に よれ ば，ひび割れ 発 生 限界点は 引

張強度 の 45〜90％ とあ る
4）5）。図中の 引張応力

543210

−

23
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図
一 5　 応力 と引張強度の比 較
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はひ び割 れ発 生限界領域 に現時 点 で は達 してお

らず，ひ び割れ が認め られない 現象 と合致する。

　 こ れ は ， 膨 張 材を添加 した こ とで 初期材齢に

お い て 圧 縮応 力が 導入 （収縮補償） され て い る

た め で あ る と 考え られ ， 引 張応力 が 発生 す る時

期 には 引張強度 は 3N ！ 
ユ
程度ま で 達 し て お り，

ひ び割れ発生 しない こ とが 裏付 けられ て い る。

5．おわ りに

　今 回，ダ ム 排水路 トン ネル に 「膨張材添加 型

粉体系 高流動 コ ン ク リ
ー

ト」 を適用 し，充て ん

性 を満足 す る た め の ス ラ ン プ フ P 一
に は通 常 よ

り厳 し い 管理幅が必要 で ある こ とが わか っ た 。

　 ま た，膨張 材 の 添加 はひ び割 れ 発 生 に対 して

十分な抑制効果の ある こ とが 認 め られ た。
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